
掲載日　２０１９年３月２８日

（１） （２） （３） （４）

質問項目
「愛知県中小企業振興基本条例」を具体化する方
策をお聞かせ下さい。

中小企業の事業所数減少に歯止めをかけ、正規雇
用の拡大で地域経済の安定を実現するための具体
的方策をお聞かせ下さい。

消費税引き上げに関して、愛知県内中小企業への
支援策についてお聞かせ下さい。

貴党の考える中小企業に対する重点政策についてお
聞かせ下さい。
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立憲民主党は、暮らしを支え、地域のけん引役である中堅・中小
企業、小規模事業者が、意欲を持って努力と創意工夫を重ね、個
性や可能性を存分に伸ばすことができる経済社会の実現をめざし
ています。
　具体的には、世界で活躍できるメイドインジャパンの企業を数
多く輩出するためにスタートアップ支援を行うとともに、既存中
小企業の成長産業・高付加価値創出産業への転換を支援します。
また、「企業サポート行政」を積極的に展開し、オーダーメイド
型の企業支援サービスを拡充します。

アベノミクスによる円安や消費増税等により、中小企業の多くが
苦しんでおり、地域経済は停滞しています。多くの中小企業が後
継者不在による廃業危機を迎えているなか、中小企業の持つ技術
の価値を見出し、将来のものづくりの担い手に技術を伝達するた
めの環境整備に努めます。具体的には、基礎研究を強化し、イノ
ベーション（技術革新）につながる環境を整備するとともに、グ
リーン（環境・エネルギー分野）、ライフ（医療・介護分野）、
地域資源を活かした地域活性化（緑の分権改革）による経済成長
と雇用創出を実現します。

消費税率の引き上げについて
　需要、消費共に伸び悩んでいる現在の景気環境に鑑みれば、２
０１９年１０月の消費税率引き上げは行うべきではありません。
法人課税、金融所得課税など抜本的な見直しに着手すべき税目は
多く、そのような現状の検証を見極めたのち、消費課税のあり方
については議論すべきであると考えます。

消費税率の引き上げに伴う対策について
　２０１９年１０月の消費税率引き上げにあたっては、複数税率
（軽減税率）、クレジットカード利用者への一定ポイントの還
元、低所得者向けのプレミアム商品券の配布などが検討されてい
ます。しかし、いずれの施策も消費税が有する逆進性の対策、痛
税感の緩和には全く意味をなさないことから、早急に給付付き税
額控除など、逆進性に十分効果を発揮できる措置を講じるべきで
あると考えます。また、中小企業の負担を大きくするインボイス
導入にも反対します。

21世紀の成長分野であるグリーン（環境・エネルギー）、ライフ（医療・介
護・保育）、カルチャー（観光、文化）に対して、地域資源を活かした事業
への投資を促進することで、地域での経済循環、雇用の拡大（女性・高
齢者の雇用創出）、により、中小零細企業をはじめとする多様な事業主
体の活躍の場を広げます。加えて、AI・ドローン・自動運転車・ロボット・
ブロックチェーン・フィンテックなどの先端技術を中小企業が導入しやす
い環境を整備します。
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税制改革が最優先事項です。つまり、消費税のなかった時代に戻
すことです。
１）消費税撤廃は当り前〔1989年以前、消費税がなかった＝中間
層が厚かった　良質の日本製のものがよく売れた＝雇用も安定＝
税収UP＝生活設計が立つ
２）政府による税の公平な再分配を地方から求めていく
３）行きすぎたお金中心の社会を「GNH」に変える
＊第一次産業の整備が急がれます。農に関しては休耕田を県が買
うか借りるかして特に子どもたちに安全な食料を作る技術を今の
うちに伝えておくこと。

ご回答はありませんでした。 安倍反憲政権を今すぐ立憲主義に変える
小泉・安倍・竹中・飯島これらの売国奴が行った「規制緩和」＝
日本の国内法をアメリカのご都合主義法に変えた〔グローバル企
業が押し付けた「年次改革要望書」を素直に実行した自民党を応
援したから日本は壊れたのです。
私たちは何処から来たのかわからない岸信介の流れをくむ江戸幕
府を倒したクーデター政権（テロリスト政権）から明治維新以前
の元の共生、助け合いを基調とする日本民族（人種差別をするわ
けではない）に戻すべくこの党を作りました。子どもと老人をい
じめる今の戦前回帰の政権を認めません。今の政権の中枢にま
た、それを応援しているA級戦犯岸信介氏の孫が日本にいる限り日
本は終わります。
JCなど、日本会議（極右）が入り込んでいませんか。安倍内閣の
ルーツを知らない限り日本は滅亡です。
お金中心の、人殺し（戦争）ビジネスを70年をスパンとして戦争
するDNAの正体を中小企業の経営者は真正面から見てください。
ディープステイトの存在と正体を直視し、世界中の人と繋がり声
をあげなければロスチャイルドやロックフェラーはさらに考えら
れないような人口削減計画をしていて、人口は５億にすると言っ
ていますよ。

『日本でいちばん大切にしたい会社』坂本光司著 が６まで出ています。
グローバリズムに踊らされず企業理念をもってすれば日本型のよい経
営ができてみんながwin winになれます。
私は「会社」のところを「国」に置き換えました。
生き残れる会社の社訓の第一に「従業員との家族を大事にする」とあり
ます。
これが経営理念、つまり国家に当てはめれば国民を大事にするとなりま
す。
安倍氏はまるで反対です。この偽物政権を中小企業のみなさま、法人
会などの極右に取り込まれたかに見えるみなさまが自民党を応援しな
いことが日本の生きる道ではないですか。
経営者に限らず、森を見て木を見、また木を見て森を見る「哲学」が必
要です。
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中小企業・自営業者は、製造、建設、小売り、サービスなどあら
ゆる分野で大きな役割を果たし、雇用の最大の担い手であり、日
本経済の根幹というべき重要な存在です。さらに、①短期的な利
益よりも雇用や社会貢献を重視する②利益を地域に還元し、域内
循環の中核を担う③高いモノづくり技術をもつ経済・文化資源で
ある④地域に根差して社会的責任を果たすなど多彩な役割を果た
しています。「愛知県中小企業振興基本条例」は、こうした中小
企業の位置づけを明確にした大切な条例であり、この理念にそっ
た具体的な施策と予算化が必要です。具体的には、①小規模企業
重視の方向に県の経済政策を転換させ、部局横断的な「中小企業
政策会議」をつくるなど、中小企業の声が県政に反映される仕組
みをつくる②全事業所実態調査を行い、要望に沿う支援制度をつ
くる。例えば、製品開発・販路開拓の支援や、トライアル発注制
度の支援など。

中小企業が適切な利益をあげ、事業を続けていけるようにするた
めには、大企業と中小企業の公正な取引を保障するルールをつく
ることが大切です。下請け取引を適正化し、「単価たたき」など
不公正な取引をやめさせます。実体経済に貢献する金融に転換
し、中小企業の経営を支えるルールをつくります。国の中小企業
予算を１兆円に増額することを求め、県の予算を大幅に引き上
げ、経営支援を抜本的に強化します。欧米では、「（中小企業で
働く労働者の）最低賃金の引き上げが地域経済を押し上げる」
（全米１０００社の社長・中小企業経営者の声明）との見地か
ら、社会保険料の軽減を実施、中小企業を支援しています。適正
な単価や納入価格の保障、過度な競争の規制、「公契約法」「公
契約条例」の実現などによって、中小企業が最低賃金を引き上げ
られる環境をつくり、最低賃金の引き上げに際しては、雇用保険
財政などを活用して、中小企業への助成を行います。

消費税増税を避けられないものとして、増税に関わって、中小企
業への支援策をお尋ねですが、日本共産党は今からでも、消費税
増税は止めることができると考えています。内閣府が7日発表した
1月の景気動向指数が３カ月連続で悪化し、内閣府が景気判断を
「足踏み」から「下方への局面変化」に引き下げました。政府自
身が、国内景気が落ち込みの局面に入っている可能性を認めまし
た。今やるべきは、外需頼みでなく、家計を温める日本経済の足
腰を強くすることであり、消費税増税の根拠はありません。何よ
り、税のあり方を決めるのは主権者・国民です。「増税ノー」の
審判を下す機会は、統一地方選、参院選の２回あり、増税派に審
判を下し、消費税増税を国民とともにくい止めていきたいと考え
ています。日本共産党は、大企業や富裕層への優遇税制を改め
５・２兆円の財源を確保するなど「消費税に頼らない別の道」を
提案しています。

日本共産党は、中小企業の振興が、日本経済の安定した発展に欠か
せない、根幹を担っているものと考えます。大企業と中小企業が、公正
なルールのもとで対等に交渉をする環境を確立することが必要です。ま
た、中小企業労働者の賃金格差をなくすことが重要であり、中小企業全
体を視野に入れた振興・支援策に転換し、国の中小企業予算を１兆円
増額します。日本共産党は、中小企業の振興のためにも、「アベノミク
ス」をストップし、格差と貧困をただす経済民主主義の４つの改革が必要
だと考えます。①消費税の１０％への増税中止、大企業・富裕層への応
分の負担など税金の集め方の改革、②社会保障や教育、子育て支援
中心の予算など税金の使い方の改革、③８時間働けばふつうに暮らせ
るように、社会保険料減免や賃金助成で中小企業の賃上げに直接的な
支援を行う、働き方の改革、④大企業と中小企業の格差をただす産業
構造の改革を提起しています。
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愛知県は、強い製造業に支えられた大都市圏として、今なお成長
が期待できる数少ない地域です。新分野・新市場への進出を目指
す中小企業に対する支援だけでなく、喫緊の課題である人手不足
に対処するため、女性や高年齢者、さらには外国人の雇用促進に
も力を入れていくべきと考えます。
また、若者に中小企業に目を向けてもらうとともに、就労のミス
マッチをなくし、就職した若者が職場に定着するための取組も求
められます。

先行きに明るい見通しがないと、正規雇用は増えません。また、
どんな業種であっても、ハイレベルの技術や知識が求められる職
は、おのずと正規雇用が求められます。
現在、県では、次世代産業の育成・振興など、より高度な産業振
興に取り組む一方で、高等技術専門校における職業訓練カリキュ
ラムの充実など人材育成にも取り組んでいますが、こうした施策
を一層充実させる必要があります。

消費税率の引き上げは、我が国の社会保障を持続可能なものとし
ていくためには欠かせない取組ですが、それが地域経済の大きな
落ち込みを招くことは避けなければなりません。
公契約の発注者として、県が確実な消費税の転嫁を行うことはも
ちろんですが、市町村が行うプレミアム商品券の発行事業に対す
る支援、キャッシュレス決済への支援にも取り組むべきです。

我が党は、統一地方選に向けた政策として、①事業承継を支援するた
め、１０年間にわたり相続税等を実質的に免除する「事業承継税制」を
個人事業者にも拡大、②地域特性を生かし、高い付加価値を生み出す
「地域未来牽引企業」への集中的な支援、などを掲げていますが、「愛
知自民」としても昨年１２月に政策集をまとめ、中小企業・地場産業の支
援、事業承継対策などを“未来の産業創造”に欠かせない取組として掲
げています。（詳しくは、自民党愛知県連のＷＥＢページをご覧ください）
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「愛知県中小企業振興基本条例」（以下「この条例」）には、
「（財政上の措置）第１８条」（以下「この条文」）がある。こ
の条文は、「前略～努めるものとする。」という部分があり、こ
れは努力義務になっている、と本会は考える。この努力義務は、
県が財政上の措置をしなくても、罰則などを受けないということ
を意味し、県が中小企業振興への支出を十分に行おうとしない理
由にされているのではないかと考える。
この条例を具体化し、中小企業振興が実現するためには、この条
文を「前略～講ずるものとする。」にしなければならないと考え
る。

本会は、中小企業を含む県法人を支援していくために、「県法人
存続支援制度」というものを提案している。その中には、「賃金
支払補助金」がある。これは、県法人が雇っている労働者の賃金
の内、県の最低賃金分を県が支給するというものだ。これによっ
て、正規雇用の拡大につながるのではないかと考える。
また、「事業継承補助金」がある。これは、県法人がその事業や
法人そのものを、他の県法人や家族などの県民に継承する場合に
限り、その費用を全額補助するというものだ。これによって、中
小企業の事業所数減少に歯止めをかけられるのではないかと考え
る。

２０１９年１０月に予定されている消費税１０％への増税につい
ては、そもそも必ず行われることではないということを理解して
いただきたい。
また、本会は消費税増税があろうとなかろうと、「県法人存続支
援制度」によって、中小企業を含む県法人を支援していく考え
だ。
加えて、そもそも中小企業が抱える課題は、それぞれ異なると考
えている。本会からのお願いとなるが、メールなどで、（特に津
島市の）各中小企業経営者の皆さんから話を聴かせていただけな
いだろうか。

本会は、県内の中小企業が時を経るにつれ、大企業になっていくことを
望んでいる。先述したもの以外にも、県が発注する全ての公共事業を指
名競争入札にして、県法人が公共事業を受注しやすくすることや、設備
投資などを行うための資金を全額補助することなど、県内の中小企業
が大企業に成長していくための財政支出を惜しまないことを約束する。
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県では条例の理念を実現化すべく、「あいち産業労働ビジョン」
を策定し各種政策に取り組んでいる。
現行ビジョンは2016年から5年間に取り組むべき政策の基本的な方
向性と主な施策を示したものであり、確実に成果を積み重ねてき
ていると認識しているが、一方で近年は経営者の高齢化・人手不
足に加え、AI・IoT等のデジタル技術の加速度的な進展、自動車産
業の100年に一度の大変革期の到来など、本県の産業構造に大きな
変化をもたらす新たな課題が顕在化してきている。
このため、スタートアップを起爆剤とする新たなイノベーション
の創出に取り組むため、「イノベーションの促進・生産性の向
上」を新たな施策の柱として設定すると共に、「中小・小規模企
業の企業力強化」など既存の施策の充実も合わせて50以上の新た
な事業が昨年12月に策定・公表された所である。
今後もビジョンに位置付けた施策の実現を通じて、活力と持続力
ある日本一の「産業首都あいち」づくりを目指していく。

日本では全企業のうち63.5％が赤字企業（※）です。赤字企業は
法人税引き下げの効果が得られません。
一方で、社会保険料負担は、黒字企業でも赤字企業でも負担が求
められ、中小企業の中には、社会保険料負担が重いため新規採用
をためらうケースもあります。
全企業の約99％、全従業員数の約70％が中小企業だからこそ、会
社の社会保険料負担を下げるべきと考え、先の臨時国会に「中小
企業社会保険料負担軽減法案（通称）」を提出し、正規雇用拡大
を図りたいと考えています。
（※）2016年度決算期・国税庁サンプル調査による

国民民主党は社会保障の充実のために「消費税には一定の役割が
ある」と考えてきました。
しかし、今回の消費税引き上げ対策は、①軽減税率やポイント還
元などの対策、②社会保障の充実・教育の負担軽減メニュー、③
議員定数削減・行政改革、いずれをとっても納得できるものはな
く、国民生活に悪影響を与えることから反対します。
「軽減税率」は全く道理のない不公平な制度であることが、国会
審議により明らかになりました。例えば、高額消費が可能な高所
得者ほど軽減額が大きくなるため、逆に高所得者優遇となりま
す。新聞は宅配だと8％、コンビニや駅で買うと10％。これに対し
て政府から納得できる理由の答弁はありません。
「ポイント還元」も問題です。まず、クレジットカードを対象と
したため、限度額の大きい高所得者に有利な制度となっていま
す。「中小事業者で5％、コンビニで2％、大型スーパーで還元な
し」という難解かつ意味不明な仕組みを作ったため、購入する場
所によって税率が「3％、5％、6％、8％、10％」の5種類となり、
消費者は大混乱です。さらにポイントの利用方法の複雑さ、事業
者側のシステム導入費用の負担も含め、問題だらけの制度であ
り、撤回を求めています。

国民民主党は新たな提案として、上述の「中小企業社会保険料負担軽
減法案（通称）」について、労働者を正規雇用した中小企業に加え、ＮＰ
Ｏ法人、社会福祉法人等、一定規模以下の営利を目的としない法人に
対しても、社会保険料の事業主負担分を助成します。それにより、負担
感を軽減しつつ、多様かつクリエイティブに富んだ人材の育成と蓄積を
支えていきたいと考えています。
また、中小企業などの事業承継の円滑化を推進するため、10年限定の
特別措置となっている事業承継税制の恒久化及び免除措置の創設を
行うとともに、個人事業主についても事業承継制度を創設します。
中小企業の生産性向上と新事業創出のための支援を行うことにより、
地域に根ざす中小企業・小規模事業者、また地域に暮らす方々を共に
支えることによって、地域の経済・社会の成熟を目指します。

公
明
党

中小企業は雇用の７割を担い、日本経済の屋台骨を支えていま
す。経済の好循環を確かなものとするには、中小企業の振興が不
可欠です。
毎年、公明党愛知県議団は、知事に対して中小企業支援を含む政
策要望書を提出しています。昨年は８月２４日に、大村秀章知事
に対し、「平成３０年度重点事業の執行及び９月補正予算編成に
関する要望」を行いました。要望内容は、〝活気ある温かな地域
づくり〟をめざして、現場のニーズや県民の声を汲み取り、限ら
れた財源を効果的に配分し、医療・介護・子育て・教育・中小企
業支援など、県民の暮らしを足元から支える施策の取り組みを求
めたものであり、着実に推進しています。
今後とも、愛知県中小企業振興基本条例をより実効性あるものに
していけるよう、中小企業振興に向けて積極的に県に働きかけて
まいります。

中小企業の抱える課題は多種多様であり、迅速且つきめ細かな対
応が求められます。そのため、「愛知県よろず支援拠点」などを
活用し、様々な経営相談に対応できる体制を維持・強化すること
が重要です。専門人材の育成・地域の金融機関や専門家との連携
強化等に一層力を注いでまいります。
また、昨年公明党は、「１００万人訪問・調査運動」と銘打ち、
全国の中小企業者の方々を対象に大規模なアンケート調査を実施
しました。その結果、「中小企業支援に関する制度を利用したこ
とがない」との回答が４０・７％、その理由として、「そもそも
制度を知らない」と回答をされた方が５６％と圧倒的に多く、制
度周知に係る課題が浮き彫りになりました。中小企業の皆様に対
して制度の理解と周知を徹底しながら、中小企業支援策のさらな
る充実に取り組んでまいります。特に、事業承継時の資金負担を
ゼロにして、中小企業の円滑な事業承継を進めてまいります。

消費税の増税が中小企業の成長の足かせにならないよう十分な支
援策を講じる必要があります。そのために、スタートアップ企業
の支援や新分野進出・販路開拓支援の充実に取り組んでまいりま
す。また、公明党として積極的に推進し補正予算での追加的措置
が続いていた「ものづくり補助金」を１９年度当初予算案に初め
て盛り込むことができました。「ものづくり補助金」の活用等を
通じて、愛知県内中小企業の生産性向上に取り組んでまいりま
す。
軽減税率の導入では、中小企業への負担を軽減し、準備の加速を
後押しする施策が不可欠です。公明党は昨年１１月、「軽減税率
対策補助金」の拡充等を政府に提言し、２０１８年度第２次補正
予算（本年２月７日成立）にそのための費用が盛り込まれまし
た。愛知県内においては、導入にあたっての懸念の払しょく、支
援策の周知徹底など、引き続き、導入支援に全力で取り組んでま
いります。

●人手不足が深刻な地域の中小企業・小規模事業者に対して、設備投
資や事業承継などの支援を強化します。また、地域の支援機関の機能
強化を図りつつ、各種支援制度の周知徹底を進めます。
●地域活性化に向け、地元企業が公共事業を受注しやすくなるよう入
札方式を多様化するとともに、発注や施工時期ができる限り年間を通し
て平準化できるようにします。
●働きたいと希望する女性・高齢者等の新規就業者に対して、リカレン
ト教育やテレワーク環境などの支援を充実します。
●専門的技術を有する外国人材の活躍を促進します。

愛知中小企業家同友会　　　２０１９/４/７　統一地方選挙に向けた、各政党・政治団体の中小企業政策に関する公開質問状への回答一覧

愛知中小企業家同友会の加藤明彦会長名で2019年４月７日執行予定の愛知県議会議員一般選挙に際し、2019年３月１日（金）に行われた立候補予定者説明会参加者の所属政党、ならびに政治団体に対
して公開質問状を提出し、以下の回答をいただきました。

　　　　１．明らかな誤植については、修正の上掲載しています。
　　　　２．質問については各400字以内でお願いしました。到着順に上段より掲載しています。
　　　　３．愛知維新の会、減税日本、岡崎ひまわりの党からは、残念ながら期限までに回答を頂くことはできませんでした。ご了承ください。


